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第１回地震・津波災害に強いまちづくり検討委員会議事概要

「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」作成に向けての視点

・視点１．短期・長期的に命・財産を守る

・視点２．学び取る方法：被災地の声だけでなく、被災した場合を勉強

・視点３．復興よりも事前の予防

・視点４．日常感覚に防災まちづくりを根付かせる

・視点５．自治体技術者の確保

・視点６．住民・市町・県・国の役割分担
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１．中部圏の地震・津波災害に強い

まちづくりに係る現状と課題
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（１）東日本大震災からの教訓



①東日本大震災の被災状況
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◇津波の実態

想定3地震の想定津波高と今回の津波による浸水高さ等との比較

津波の観測地（最大波）（津波観測地点）

津波による浸水範囲

出典：平成23年防災白書（気象庁資料）、内閣府（H23.7)
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◇津波による被害実態



◇津波による浸水と人的被害

＜浸水深と死亡率の関係＞ ＜リアス部と平野部における浸水深と死亡率の関係＞

出典：津波被災市街地復興手法検討調査（国土交通省都市局）

（１３市町全体）

死亡率（％）

死亡率（％）

浸
水
深
（ｍ
）
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不詳
2.0％

焼死
1.1％

圧死・損壊死・その他
4.4％

〈東日本大震災死亡原因〉

溺死
92.4％出典：警察庁資料より内閣府作成資料

（H23.4.11現在）

②東日本大震災の調査実態

・浸水深の増加に伴い、死亡率が上がる結果となった。

・同じ津波高さでも、死亡率は平野部で被災した方が高い。

浸
水
深
（ｍ
）



◇津波による浸水と建物被害

出典：津波被災市街地復興手法検討調査（H24.4）

凡例

60％ 60％
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＜RC造における浸水深ごとの建物被害割合＞＜木造における浸水深ごとの建物被害割合＞

がれきとなった木造家屋 浸水したＲＣ建物を補修し再使用している家屋

・木造建物での被害では、浸水深２ｍ以上で再生不能な全壊となる割合が飛躍的に増加。

・一方、鉄筋コンクリート（ＲＣ）造建物では、浸水深６ｍ以下で建物の再使用可能な割合は高い。

全壊（流出）
基礎だけ残して、建物が完全に流出
全壊
主要構造が損壊しており、補修による再使用不可
全壊（一階天井以上浸水）

大規模半壊

半壊（床上浸水）

一部損傷（床下浸水）

被災無し

大規模修繕等による再使用可能

天井までの床上浸水被害

床上１ｍ未満の浸水で、一部修繕で再使用可能

床下の泥を取り除けば再利用可能



◇津波への避難意識

出典：津波避難を想定した避難路、避難施設の配置及び
避難誘導について、国土交通省（H24.4)

＊調査対象：浸水区域内に居住している個人

＜津波が来ると思ったか＞
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・リアス部では約５割の人が津波の到来を予測しているが、平野部ではその半数に留まっている。

・発災直後から津波到達前までの行動で、約５割の人が避難以外の目的で行動している。

津波からの避難
４７％

＜津波到達前の移動目的＞

問 地震の揺れの直後、大津波警報を聞く前にあなたのいた場所に津波が来ると思いましたか。（択一回答）

トリップの開始時刻（全体） （発災後165分まで） （津波（最大波）到達以前の行動対象；5,806人、7,966トリップ）

必ず来ると思った 来るかもしれないと思った ないだろうと思った ほとんど考えなかった 無効・無回答



出典：津波避難を想定した避難路、避難施設の配置及び避難誘導について、国土交通省（H24.4)

◇津波からの避難実態

＜避難路の問題＞
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・約３割の人が避難路に対して問題意識を持っている。

・顕著な問題点として、車での避難に対する、「渋滞」や「信号灯の消滅」と指摘。



出典：津波避難を想定した避難路、避難施設の配置及び避難誘導について、国土交通省（H24.4)

◇津波からの避難実態

＜避難に要した移動距離＞

全体 リアス部平野部
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・徒歩による避難では、リアス部と平野部の所要時間がほぼ同じで１０分程度。

・移動距離では、平野部はリアス部の約２倍（高台がないため）の約０．６ｋｍ。

徒歩 自転車 車

＜避難に要した時間＞

全体 リアス部平野部 全体 リアス部平野部全体 リアス部平野部 全体 リアス部平野部 全体 リアス部平野部

徒歩 自転車 車



「女川町立病院」（宮城県）は高さ１６ｍの高台に位置するが、１階まで津波が押し寄せた
ものの大きな被害は免れ、避難所等として機能。

■宮城県女川町の事例

女川町立病院（高台）

女川町立病院（高台）

女川町在宅介護支援センター
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◇避難施設の配置

・高台に配置された学校や病院などの重要施設は、避難所等の拠点施設として津波災害時にも機能。

③東日本大震災から得た教訓

出典：国土交通省東北地方整備局



◇避難路の配置
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・今回の津波到来までの避難では、高台に至る最短な避難路で命が助かる事例が報告されている。

お き らい

出典：東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告、中央防災会議（H23.9.28）
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◇避難訓練・防災教育の重要性

高台への津波避難路を活用した避難訓練
（岩手県岩泉町）

平時からの防災教育が命を救った事例
（岩手県釜石市）

被災直後、三陸縦貫道
に避難してきた鵜住居小
学校、釜石東中学校の生
徒等570名が、孤立する

ことなく、避難所（旧釜
石第一中学校）まで移動
することができた。

・常日頃の避難訓練・防災教育が実践で機能。

群馬大学ＨＰ



◇行政間の連携

・北上市は、常日頃から沿岸部と内陸部の職員交流を図っていたことで、迅速な復興支援を実施。

・北上市が発起し、ＮＰＯにより北上震災復興ステーションの設置、運営（支援活動のプラットフォーム設置）。

※各沿岸市町村の広報紙など各種情報の集積と観覧のみならず、交流の機会・場所の提供といった生活に関わる様々な側面で復

興を支援することを目的
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＜目的＞

○東日本大震災で被災され、北上市において生活の再建

に取組む方々に向けて支援活動を行う施設。
○各沿岸市町村の広報紙など各種情報の集積と観覧の

みならず、交流の機会・場所の提供といった生活に関

わる様々な側面で復興を支援することが目的。

○支援者に向けてボランティア案内や会議スペース利用

を実施。

④東日本大震災からの復興状況



○防災・減災の考え方（「なりわいの場所は様々であっても住まいは高台に」）

震災前 震災後

◇新たに策定される復興計画・・・南三陸町震災復興計画（素案）

17

逃げる 防ぐ 安全な場所（高所）に住む逃げる 防ぐ

・「最大クラスの津波」に対しては、避難を基本としつつも、避難が困難な夜間の津波や要援護者へ対応
するため、公共施設や住まいなどの高台配置や避難施設の整備などの多重防御の推進により、被害
を最小限度に抑える。

・「発生頻度の高い津波」に対しては、防潮堤を整備するなど、より安全性の高い町にむけた施策を請じ
る。

出典：南三陸町震災復興計画（素案）、宮城県南三陸町（H23.9）

（L1） （L1） （L２）

〈まちづくりの断面イメージ〉



⑤阪神・淡路大震災から得た教訓

・巨大な地震には、インフラ・建築物の耐震化を進めることが重要。

阪神高速道路の倒壊（神戸市深江本町）
出典：土木学会

阪神・淡路大震災の死亡原因
出典：国土交通省近畿地方整備局

倒壊した家屋
出典：国土交通省近畿地方整備局

炎上する市街地
出典：国土交通省近畿地方整備局
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窒息・圧死等

83.3%



⑥過去の大震災から見た教訓

◇過去の大震災の死亡原因

19出典：東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会第１回会合資料より抜粋（H23.5.28）、中央防災会議



◇過去にとられた高地移転等の措置

出典：東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告、中央防災会議（H23.9.28） 20

・過去の津波災害で高台への移転を選択した地域も存在しているが、再度災害を受けた地域も存在。



◇建築物・土地利用の規制・・・過去の高地移転で功を奏した地域の事例①

21

・1896年の明治三陸大津波等の過去の教訓から高台に移転していたため、東日本大震災での津波
では、建物用地への浸水はほとんどない。漁港周辺は水没するなどしたが、被害は行方不明者1人、
全約440戸のうち全半壊は4戸だった。

岩手県大船渡市吉浜地区の状況（高地移転していたため少ない被害）

出典：大船渡市復興計画策定委員会（岩手県大船渡市）第１、２回委員会資料より抜粋

浸水した吉浜海岸後背の農地 破壊された吉浜海岸防潮堤

断面図（イメージ）



◇建築物・土地利用の規制・・・過去に高地移転したものの再度被害を受けた地域の事例②

出典：東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告、中央防災会議（H23.9.28） 22
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（２）中部圏の地域特性



◇中部圏の地域特性

DID人口、DID人口密度の分布
資料：平成22年国勢調査（総務省統計局）

・中部圏の地形は、沿岸部は半島・島しょ部（リアス式海岸を含む）を除いて平野部が続く。

・人口が集積している地区や工業の盛んな地区の多くは、伊勢湾内部を中心に海岸部に点在している。
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製造品出荷額の規模
資料：工業統計（経済産業省）

①中部圏の現状



◇中部圏の地域特性

・液状化危険度が高い地域は、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県の紀伊半島および内陸部を除く全域に
みられる。

・伊勢湾内部にはゼロメートル地帯がみられる。
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伊勢湾内の低平地部

液状化危険度が高い地域を有する市町村
出典：静岡県第３次被害想定、静岡県（H13.5)

東海地震等被害想定調査結果、岐阜県（H15.7)
愛知県東海地震・東南海地震等被害予測調査報告書

－想定地震に基づく被害想定－、愛知県防災会議地震部会（H15.3）
三重県地域防災計画被害想定調査、三重県（H18.3)

出典：平成22年度における濃尾平野の地盤沈下の状況、
東海三県地盤沈下調査会(H23.8)



◇中部圏の地域特性

・伊豆、紀伊半島のリアス式海岸部は、過疎地域で高齢化率が高い。

過疎の状況
資料：過疎地域自立促進特別措置法に定め

られた要件を満たす地域

高齢化率
資料：平成22年国勢調査（総務省統計局）
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◇中部圏の地域特性 まとめ①

②中部圏の地域特性
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【中部圏沿岸部の地形】
・中部圏の地形は、平野部と半島・島しょ部（リアス式海岸を含む）に大きく分けられる。

【平野部の特性】
・人口が集積している地区や工業の盛んな地区の多くは、海岸部に点在している。
・平地部では、ほぼ全域で液状化を起こす可能性も高い。

＜伊勢湾・三河湾等の内湾地域＞

・名古屋大都市圏や工業地帯を有する一方、我が国最大のゼロメートル地帯があり、
洪水・土砂災害・高潮等の大災害に対し脆弱な地形である。

＜遠州灘沿岸等外湾地域＞

・２つの政令市と中小都市が核となった海岸線から都市圏が存在し、連続する市街地を有する。

【半島・島しょ部の特性】
・斜面が海に迫り、海岸線沿いの狭い平地部に集落、市街地を形成。
・過疎、高齢化となる地域が顕著。



◇中部圏の地域特性 まとめ②

地域条件 特徴 対象とする都市

①海岸平野部 遠州灘に面する平野部の都市

連続する市街地、液状化、近く
に高台がない

沼津、富士、静岡、焼津、吉田
、牧之原、御前崎、掛川、袋井
、磐田、浜松、湖西、豊橋、田
原

②内湾低平地部 伊勢湾（濃尾平野）・三河湾内

連続する市街地、我が国最大の
ゼロメートル地帯、工業地帯、
液状化

豊橋、田原、豊川、蒲郡、西尾
、碧南、高浜、刈谷、東浦、常
滑、半田、知多、南知多、美浜
、武豊、東海、名古屋、飛島、
弥富、木曽岬、桑名、川越、四
日市、鈴鹿、津、松阪、明和、
伊勢

③半島・島しょ部 伊豆半島、志摩半島、紀伊半島

斜面が海岸に迫るリアス式海岸
等で、平地の少ない市街地・集
落、過疎化、少子高齢化

熱海、伊東、東伊豆、河津、下
田、南伊豆、松崎、西伊豆、伊
豆、沼津、鳥羽、志摩、南伊勢
、大紀、紀北、尾鷲、熊野、御
浜、紀宝

図 地域分類

地域分類
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平野部

半島・島しょ部

外湾
主に遠州灘沿岸部
：連続する市街地、製造産業と農業が混在 液状化

内湾
伊勢湾沿岸部
：連続する市街地、低平地地帯、工業地帯、液状化

伊豆・志摩・紀伊半島部
：リアス式海岸、斜面が海岸に迫る、平地の少ない市街地・

集落、過疎化

地
域
特
性



③南海トラフの巨大地震

◇過去二千年間の東日本太平洋側の巨大地震

29



慶長地震（Ｍ７．９） １６０５

宝永地震（Ｍ８．６） １７０７

安政地震（Ｍ８．４） １８５４

東南海地震（Ｍ７．９） １９４４
南海地震 （Ｍ８．０） １９４６

推定東海地震
推定東南海・南海地震

２０ＸＸ

１０２年

１４７年

９０年
１５８年

２０１２年

南海地震 東南海地震 東海地震

死者５，０４９人

死者２，６５８人

死者１，３３０人
死者１，２５１人

１００年

～
１５０年

◇繰り返される大規模地震

30

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第7回） （Ｈ23.12.27)

出典：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第１回） （Ｈ24.4.20)及び東南海、南海等に関する専門調査会（第16回）（H15.12.16)



◇南海トラフ巨大地震による最大クラスの震度分布

・静岡県、愛知県、三重県で震度7 の地域がある。
・震度6弱以上のエリアは、10.4万km2で、中央防災会議（2003年）時の2.63万km2の約4倍になっている。

31出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第15回会合）資料、内閣府（Ｈ24.3.31)

Ｈ２４．３．３１公表資料
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◇南海トラフ巨大地震による最大クラスの津波高さ

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第15回会合）資料、内閣府（Ｈ24.3.31)

東海４県（静岡、愛知、岐阜、三重）における想定震度６弱以上の面積

最大クラスの巨大地震による震度分布

１０ｍ

２０ｍ

３０ｍ

最大クラスの津波高（１１ケースの最大値）〈満潮位〉

32

・静岡県内では最大津波高が２０ｍ以上となっているのは下田市、御前崎市、南伊豆町、松崎町の２市
２町、愛知県内では豊橋市、田原市の２市、三重県内では尾鷲市、鳥羽市、志摩市、南伊勢町の３市
１町である。



◇南海トラフ巨大地震の被害想定

33

３連動

Ｍ８クラス
（H15版）

Ｍ９．０
巨大地震
Ｍ９．０
巨大地震

被害が
東日本を超える

今回予測

出典：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第1回会合）資料、内閣府（Ｈ24.4.20)



◇中央防災会議：防災対策推進会議

34

Ｈ２４．７．３１公表資料



◇中央防災会議：南海トラフ巨大地震対策ワーキンググループ
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Ｈ２４．７．１９公表資料



◇津波に強い地域構造の構築（海岸堤防等の整備）

○海岸堤防の高さの基準となる設計津波の水位の設定

一連の海岸や湾ごとに

・過去の津波の痕跡高さの記録の整理

・発生の可能性が高い地震等の津波シミュレーション

数十年～百数十年の頻度で発生している
津波を設計対象津波群として設定

＜東北における海岸堤防の復興例＞

36



北牟婁郡尾鷲町内
災害教訓の継承に関する専門調査会報告書 平成19年3月

◇中部地方を襲った過去の大地震

濃尾大地震（M8.0) 明治24年10月28日 死者7,273人

東南海地震（M7.9) 昭和19年12月7日 死者1,223人

④中部圏での巨大地震への課題

37



◇巨大地震に対する中部圏での現状を踏まえた課題のまとめ

【背景】

・名古屋市のような２００万人を超える大都市から過疎化した「まち」まで多様な「まち」が存在。

・東西交通の要衝であり、ものづくりの中心であることから、被災は日本全国の経済等に波及。

・名古屋大都市圏では、「帰宅困難来訪者」の発生や長周期地震動による高層ビルでの被害が懸念。

＜大震災等からの教訓＞ ＜中部圏の巨大地震対応への課題＞

38

津波避難実態

重要施設の配置

防災訓練・教育の効果

建物の機能

土地利用

・木造建物は、浸水深２ｍ以上の浸水深
で建物が全壊

・ＲＣ建物等の損傷は、再使用可能な割
合が多い

人的被害
・死亡率はリアス部で高く、同じ浸水深で

は平野部が高い、避難意識の違い

・避難意識では、リアス部では、約５割
の人が津波到来を予測、一方平野部
では、リアス部の半数に留まっている。

・高台に配置された重要施設が津波被
災時に避難所として機能

・自分の判断により避難を開始

・過去の建築規制により、高台移転した
地区では津波を回避した地区が有る
一方、再度災害を被った地区も存在

行政間の連携 ・常日頃からの交流が復興時の迅速な
支援に直結

沿岸平地部の液状化への対策

沿岸平地部の工業地帯への対応

沿岸部への人口集積

過疎地域における高齢者対策

揺れが強い（震度７）

液状化で地面が陥没

津波が高く速い（２０ｍ以上）

＜巨大地震の特徴＞



２．「地震・津波災害に強いまちづくり」の

推進に向けた基本的な考え方
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◇基本的な考え方の方向性

建物を耐震化、ＲＣ化等にすること
で、損壊の軽減、再使用が可能
（自助）、財産被害の軽減、復興の
迅速化（共助）

まちづくりに合わせ重要施設配置
の見直し（自助、公助）

自己の判断で避難を開始できる訓
練と最短の避難路や避難施設の
整備（自助、公助）

グランドデザインに合わせた土地
利用計画（自助、共助、公助）

速やかな避難ができる訓練（自助、
共助）

＜基本的な考え方＞

40
（注）事前に高台移転が実現した例があるが、防災集団移転促進事業での実例はなく、規制等をもって自主的に高台へ移転したケースや公園事業での買取により
移転した例のみである。

個人・地域・市町・県・国の役割分
担（連携）

①地震・津波災害に強いまちづくりの推進に向けた基本的な考え方

安全な避難空間の確保

津波対策を必要とする施設対策

災害リスクに対応した土地利用計画

確実な避難行動の確保

地震・津波対策を必要とする施設対策

ハザードマップ・津波避難計画等の整備促進

【地震・津波に強い地域構造の構築】

【安全で確実な避難の確保】

人材の育成

自治体・企業との連携

【災害に強い組織・人をつくる】

＜具体的な項目＞

長
期
的
・短
期
的
な
施
策
を
検
討



○巨大災害で命を守るのは自助の取組が第一で、行政には一定の限界がある

：自助・共助・公助（個人・地域・市町・県・国の役割分担）

○短期的な取組と長期的な取組の両面を検討する

：いつ来るかもしれない災害に備えた短期的な取組

：地区の将来像（グランドデザイン）を共有のもとに進める長期的な取組

（長期的もしくは被災後の復興を想定）

：被災した場合（発災時から復旧・復興までの時間軸）を念頭においた実践的な方策
：平時にも活用できる施設の整備など防災面のみならず、日常生活に密着した実践的

な取組方策を検討（住民との協働、自主防災組織・人材の育成、コスト、技術者確保）

◇地震・津波災害に強いまちづくり計画

『平常時のまちづくりと非常時に対応するまちづくりの連携』
：グランドデザインを踏まえたソフトとハードのベストミックス

41

○人口集積や工業、過疎化・高齢化等の特徴を考慮した地域設定

：海岸平野部、内湾低平地部、半島・島しょ部（地震津波に強い地域構造の構築）

【効率的なまちづくりを進める上での留意事項】

【過去の巨大地震から得られた、まちづくりを進める上での留意事項】



１ ガイドライン策定の目的と利用方法
（１）ガイドライン策定の目的

（２）ガイドラインの利用方法

（３）東日本大震災の被災状況調査結果

（４）既往災害（東日本大震災、阪神・淡路大震災等）から得られた教訓

（５）中部圏の地域特性

（６）南海トラフの巨大地震

（７）中部圏の現状と課題

２ 地震・津波災害に強いまちづくりの推進に向けて
（１）地震・津波災害に強いまちづくりの推進に向けて基本的な考え方

（２）中部圏の特性と地震・津波災害に強いまちづくり

３ 地震・津波災害に強いまちづくりの検討
（１）地震・津波災害に強いまちづくりの検討

（２）必要性の明確化

（３）まち全体の現状把握・分析・課題抽出

（４）対象地域の現状把握・分析・課題抽出

（５）グランドデザインの策定

（６）短期・中期の基本方針の策定

（７）基本施策の策定

４ 地域条件による災害に強いまちづくり計画(案)

②「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」の構成（案）

42



３．ガイドライン作成に向けた

モデル地区の設定

43



①地域特性等の課題によるモデル地区の設定

地域条件 特徴 対象とする都市（注） モデル都市・モデル地区

①海岸平野部 近くに高台がない、
連担する市街地、液
状化等、主に遠州灘
に面する平野部の都
市

沼津、富士、静岡、焼津
、吉田、牧之原、御前崎
、掛川、袋井、磐田、浜
松、湖西、豊橋、田原

●吉田町：静岡県、防災・減災活動が活発、最大クラス
の震度7、最大津波高さ8.7ｍ、人口約3万人
、高齢化率約20%

・モデル地区の考え方
町の全てが海岸に面し、大井川への津波遡上も懸念

される等、大きな被害が想定される。
最新情報による津波ハザードマップをいち早く作成

し、また津波避難タワー整備を積極的に進めている。

②内湾低平地部 高密度な市街地、我
が国最大のゼロメー
トル地帯、工業地帯
、液状化、都市型災
害等、主に伊勢湾（
濃尾平野）・三河湾
内の都市

豊橋、田原、豊川、蒲郡
、西尾、碧南、高浜、刈
谷、東浦、常滑、半田、
知多、南知多、美浜、武
豊、東海、名古屋、飛島
、弥富、木曽岬、桑名、
川越、四日市、鈴鹿、津
、松阪、明和、伊勢

●東海市：愛知県、新日鉄名古屋のある代表的な臨海工
業都市、人口約11万人、人口密度も高い、
最大クラスの震度7、最大津波高さ3.4ｍ、
高齢化率約19%

・モデル地区の考え方
天井川である天白川及び大田川から津波の越流等の

懸念や液状化の懸念がある。
人口も多く、津波基本計画策定中等、防災・減災対

策に積極的である。

③半島・島しょ部 斜面が海岸に迫るリ
アス式海岸等で、平
地の少ない市街地・
集落、過疎化、少子
高齢化、主に伊豆半
島、志摩半島、紀伊
半島の市町

熱海、伊東、東伊豆、河
津、下田、南伊豆、松崎
、西伊豆、伊豆、沼津、
鳥羽、志摩、南伊勢、大
紀、紀北、尾鷲、熊野、
御浜、紀宝

●尾鷲市：三重県、紀伊半島南部の主要都市、最大クラ
ス震度7、最大津波高さ24.5ｍ（県下最大規
模）と到達時間も早く津波高さも高い、人口
約2万人、高齢化率約36%と高い

・モデル地区の考え方
市街地は山が海に迫る典型的な地形であり、巨大地

震の津波により、当初計画の見直しが必要である。
自主防災組織による防災・減災活動が活発である。

◇モデル都市の設定

44
（注）都市内の地区によって地域条件が異なる場合がある
※震度及び最大津波高さは、「南海トラフの巨大地震による震度分布・津波高について（第一次報告）」南海トラフの巨大地震モデル検討会（H24.3.31)による
※人口、高齢化率は、H22国勢調査(総務省統計局）による



◇モデル地区の状況

45

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会
（第15回会合）資料、内閣府（Ｈ24.3.31)

尾鷲市

南伊勢町

東海市

田原市

吉田町

沼津市

１０ｍ

２０ｍ

３０ｍ

最大クラスの巨大地震による震度分布と津波高
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最大の津波グラフ

最大津波高

津波高１ｍの最短到達時間 ３分 １１分 ２分

２４．５ｍ ２１．８ｍ ３．４ｍ ２０．０ｍ ８．７ｍ １３．２ｍ

最大の震度分布図



①海岸平野部：吉田町（全域）

②湾内低平地部：東海市（緑陽・名和地区及び大田・横須賀地区）

◇モデル地区の設定

太田川駅

東海市役所

聚楽園公園

大田・横須賀地区

46

名和駅

天白川（伊勢湾台
風時に浸水被害）

・市の人口の約20%と多
い
・太田川駅周辺で開発
進行中
・低地部が広がる

遠州灘

吉田町役場

大井川

吉田漁港

伊勢湾

大田川

・市の人口の約19％
と多い

・天井川の天白川が
津波の遡上により
浸水の懸念

緑陽・名和地区



③半島・島しょ部：尾鷲市（市街地）

◇モデル地区の設定
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中川

尾鷲駅

尾鷲市役所

中電三田火力発電所

東邦石油

尾鷲港

矢ノ川



◇モデル地区での検討フロー

市町担当者とのヒアリング：現状・課題把握、資料収集、現地確認

基本方針・基本施策の検討

現状・課題図作成、基本方針（市町）

グランドデザイン（たたき台）・まちづくり計画（たたき台）作成
（５０年後の将来像） （当面の対策）

市町担当者との意見交換等

現地調査を行い、グランドデザイン（原案）・まちづくり計画（原案）を委員会で議論

グランドデザイン（原案）・まちづくり計画（原案）作成

現在

検討事項

次回以降

検討委員会

48



短期
・避難場所や避難路 等

長期
・まちのグランドデザイン（誘導方針）

地区別方針

◇地震・津波災害に強いまちづくりの進め方

自主防災組織

津波避難計画

津波ハザードマップ

49

ガイドライン

津波対策の強化
・津波防災施設
・津波防災の観点からのまちづくり

津波地域づくり法
・推進計画
都市づくりの基本目標
・地震・津波災害に強いまちづくり
都市づくりの基本方針
・住まい・まちづくりの誘導方針
地区別詳細方針

都市計画マスタープラン等
（グランドデザインを反映）地域防災計画

連携



宅地の嵩上げ
津波防護施設
（兼用工作物）

津波防護施設
（閘門）

避難路
避難場所（高台）

海岸堤防（強化）

津波避難ビル

指定津波防護施設
（既存道路）

津波浸水想定エリア
①津波ハザードマップの作成

②津波避難体制 （避難施設・避難経路、津波避難
訓練、情報伝達等）の整備

③地下施設、避難困難者利用施設における避難
計画の作成、津波避難訓練の 実施

浸水が防止される区域

浸水が防止される区域

津波避難
タワー

インフラ（耐震化）

◇モデル地区のイメージ

地震・津波災害に強いまち

（グランドデザインのイメージ）

ＲＣ建物
（耐震化・耐浪化）

高台移転

公共施設の高層化

50

津波避難ビル



◇モデル地区でのまちづくり計画（案）の構成

１．市町の現状把握

１－１．市町の概況

１－２．現状把握

１－３．災害履歴

１－４．南海トラフの巨大地震による被害想定

２．モデル地区での検討

２－１．モデル地区での現状と課題

２－２．モデル地区のグランドデザイン

２－３．モデル地区の基本方針と基本施策

３．モデル地区での地震・津波災害に強いまちづくり計画
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